
別紙４

財　　産　　目　　録
令和  5 年  3 月 31 日 現在

社会福祉法人名　久慈福松会

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

（単位：円）

Ⅰ　流動資産の部

１　流動資産

　　　　現金預金 ― ― ― 632,689,92

現金　　　　　
現金手許有高 ― 運転資金として ― ― 969,04

　　　　　普通預金　　 （本　部）東北銀行　久慈支店
　No.179409

― 運転資金として ― ― 674,026,2

　　　　　　　　　　　 （保育園）岩手銀行　久慈支店
　No.190574　　　

― 運転資金として ― ― 752,815,12

　　　　定期預金　　　 （本　部）東北銀行　久慈支店
　No.109573

― 運転資金として ― ― 000,007

　　　　 　　　 　　 （保育園）岩手銀行　久慈支店
　No.1256792

― 運転資金として ― ― 000,000,5

（保育園）岩手銀行　久慈支店
　No.1274301

― 運転資金として ― ― 435,601

　　　　事業未収金　　 3月分副食費 ― 3月分副食費 ― ― 094,356

　　　　未収補助金　　 久慈市 ― 延長保育事業費補助金他 ― ― 000,979,2

　　　　　　　　　　　　　　　　　流動資産合計 627,816,33

２　固定資産

（１）基本財産

　　　　建物　　 鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺平家建
　１棟　608.65㎡

― 第二種社会福祉事業である保育施設に
使用している

000,120,09 009,810,18 001,200,9

　　　　　　　　　　　　　　　　　基本財産合計 001,200,9

（２）その他の固定資産

　　　　建物　　　　 　園舎他　　　　　 ― 保育活動に使用している 579,034,8 793,047,5 875,096,2

　　　　構築物　　　　 フェンス他 ― 保育活動に使用している 001,381,01 658,900,9 442,371,1

　　　　器具及び備品　 テント他 ― 保育活動に使用している 689,706,71 245,103,41 444,603,3

　　　　ソフトウエア　 会計システム他 ― 保育活動に使用している 000,584,1 947,42 152,064,1

退職給付引当資産　　　　　　
県社協退職共済預け金 ― 退職職員給付金の掛金として預け入れ

している
― ― 038,972,01

人件費積立資産　　　　　
岩手銀行　久慈支店 ― 将来における人件費のために積み立て

ている定期預金
― ― 664,721,63

修繕費積立資産　　　　　
岩手銀行　久慈支店 ― 将来における修繕費のために積み立て

ている定期預金
― ― 583,677,9

備品等購入積立資産　　　
岩手銀行　久慈支店 ― 将来における備品等購入のために積み

立てている定期預金
― ― 004,977,7

保育所施設設備整備積立資産　
岩手銀行　久慈支店 ― 将来における施設、設備整備等のため

に積み立てている定期預金
― ― 000,021,32

　　　　　　　　　　　　　　　　　その他の固定資産合計 895,317,59

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　固定資産合計 896,517,401

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資産合計 424,433,831

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

　　　事業未払金　　　 3月給食費他 ― ― ― 791,395,5

　　　職員預り金　　　 3月社会保険料他 ― ― ― 791,436,1

　　　賞与引当金 賞与引当金 ― ― ― 000,091,4

　　　　　　　　　　　　　　　　　流動負債合計 493,714,11

２　固定負債

退職給付引当金　　　
退職給付引当金（県社協分） ― ― ― 038,972,01

　　　　　　　　　　　　　　　　　固定負債合計 038,972,01

　　　　　　　　　　　　　　　　　　負債合計 422,796,12

　　　　 　　　　　　　　　　　差　引　純　資　産 002,736,611



１． 継続事業の前提に関する注記 

　　　　継続事業の前提に重要な疑義を生じさせる事象や状況は有りません。 

 

２． 重要な会計方針 

 

　　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

　　　　　・満期保有目的の債権等－償却原価法（定額法） 

　　　　　・上記以外の有価証券で時価の有るもの － 決算日の市場価格に基づく時価法 

　　　 

　　　（２）固定資産の減価償却の方法 

　　　　　・建物 構築物 機械及び装置 車輌運搬具 器具及び備品 － 定額法 

　　　　　・リース資産 

　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。 

　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

　　　　　　当法人に有価証券及びリース資産は有りません。　 

 

　　　（３）引当金の計上基準 

　　　　　・退職給与引当金 

　　　　　　　職員の退職給付に備えるため、岩手県社会福祉協議会の実施する退職給共済制度に加入している職員 

　　　　　　　に係る掛金納付額のうち、法人の負担額に相当する金額の累計額を計上している。 

　　　　　・賞与引当金 

　　　　　　　職員に対する賞与の支給に備えるため、翌年度の支給見込額のうち当該年度に帰属する額を計上している。 

　　　 

３． 重要な会計方針の変更 

　　　　　該当なし 

 

４． 法人で採用する退職給付制度 

　　　　加入している退職共済制度は、次のとおりです。 

　　　　・確定給付型退職給付制度 － 岩手県社会福祉協議会が主催する退職共済制度 

　　　　・確定拠出型退職給付制度 － 独立行政法人医療福祉機構が主催する退職共済制度 

 

５． 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分 

　　　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。 

　　（１）法人全体の計算書類　(会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式) 

 

　　（２）事業区分別内訳表(会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式) 

　　　　　当法人では社会福祉事業のみのため作成していない。 

 

　　（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式) 

　　　　　当法人では拠点区分が1ヶ所のみのため作成していない。 

 

　　（４）公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式) 

　　　　  当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。 

 

　　（５）収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式) 

　　　　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。 

 

　　（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容 

　　　　　ア　久慈保育園拠点（社会福祉事業） 

　　　　　「法人本部」 

　　　　　「保育所　久慈保育園」 

 

６． 基本財産の増減の内容及び金額 

　　　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりです。 

計算書類に対する注記（法人全体用）

定期預金 0 0 0 0

土地 0 0 0 0

建物 10,852,821 0 1,850,721 9,002,100

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



 

７． 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

　　 国庫補助金等特別積立金の取崩し 

　　　　該当なし 

８． 担保に供している資産 

　　　　該当なし 

 

９． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

　　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりです。 

 

１０． 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

　　　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

 

１１． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

　　　　該当なし 

 

１２． 関連当事者との取引の内容 

　　　　該当なし 

 

１３． 重要な偶発債務 

　　　　該当なし 

 

１４． 重要な後発事象 

　　　　該当なし 

 

１５． 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け 

　　　　該当なし 

 

１６． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債 

　　　 及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項 

　　　　（１）会計処理上の見積方法の変更 － 該当なし 

　　　　（２）新たに採用した会計処理に関する事項 － 該当なし 

　　　　（３）勘定科目の内容について特に説明を要する事項 － 該当なし 

　　　　（４）法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 － 該当なし 

未収補助金 2,979,000 2,979,000

事業未収金 653,490 653,490

未収金 0 0

合計 126,243,061 110,070,695 16,172,366

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

器具及び備品 17,607,986 14,301,542 3,306,444

有形リース資産 0 0 0

機械及び装置 0 0 0

車輌運搬具 0 0 0

建物 8,430,975 5,740,397 2,690,578

構築物 10,183,100 9,009,856 1,173,244

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 90,021,000 81,018,900 9,002,100

合計 10,852,821 0 1,850,721 9,002,100



１． 重要な会計方針 

 

　　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

　　　　　・満期保有目的の債権等－償却原価法（定額法） 

　　　　　・上記以外の有価証券で時価の有るもの － 決算日の市場価格に基づく時価法 

　　　 

　　　（２）固定資産の減価償却の方法 

　　　　　・建物 構築物 機械及び装置 車輌運搬具 器具及び備品 － 定額法 

　　　　　・リース資産 

　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。 

　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

　　　　　　当法人に有価証券及びリース資産は有りません。　 

 

 

　　　（３）引当金の計上基準 

　　　　　・退職給与引当金 

　　　　　　　職員の退職給付に備えるため、岩手県社会福祉協議会の実施する退職給共済制度に加入している職員 

　　　　　　　に係る掛金納付額のうち、法人の負担額に相当する金額の累計額を計上している 

　　　　　・賞与引当金 

　　　　　　　職員に対する賞与の支給に備えるため、翌年度の支給見込額のうち当該年度に帰属する額を計上している。 

　　　 

 

２． 重要な会計方針の変更 

　　　　　該当なし 

 

３． 拠点で採用する退職給付制度 

　　　　加入している退職共済制度は、次のとおりです。 

　　　　・確定給付型退職給付制度 － 岩手県社会福祉協議会が主催する退職共済制度 

　　　　・確定拠出型退職給付制度 － 独立行政法人医療福祉機構が主催する退職共済制度 

 

 

４． 拠点が作成する計算書類とサービス区分 

　　　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている 

　　　（１） 久慈保育園拠点計算書類(会計基準省令第1号第４様式、第2号第４様式、第３号第４様式) 

 

　　　（２） 拠点区分におけるサービス区分の内容 

　　　　　　ア　久慈保育園拠点（社会福祉事業） 

　　　　　　「法人本部」 

　　　　　　「保育所　久慈保育園」 

 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

　　　　 

　　　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

 

６． 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

　　 国庫補助金等特別積立金の取崩し 

　　　　該当なし 

 

７． 担保に供している資産 

　　　　該当なし 

 

８． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

計算書類に対する注記（拠点区分用）

定期預金 0 0 0 0

合計 10,852,821 0 1,850,721 9,002,100

土地 0 0 0 0

建物 10,852,821 0 1,850,721 9,002,100

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高



　　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりです。 

 

９． 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

　　　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

 

 

１０． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

　　　　該当なし 

 

１１． 関連当事者との取引の内容 

　　　　該当なし 

 

１２． 重要な偶発債務 

　　　　該当なし 

 

１３． 重要な後発事象 

　　　　該当なし 

 

１２． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び 

　　　 純資産の状態を明らかにするために必要な事項 

　　　（１）会計処理上の見積方法の変更―該当なし 

　　　（２）新たに採用した会計処理に関する事項―該当なし 

　　　（３）勘定科目の内容について特に説明を要する事項―該当なし 

　　　（４）法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項―該当なし 

未収補助金 2,979,000 2,979,000

事業未収金 653,490 653,490

未収金 0 0

合計 126,243,061 110,070,695 16,172,366

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

器具及び備品 17,607,986 14,301,542 3,306,444

有形リース資産 0 0 0

機械及び装置 0 0 0

車輌運搬具 0 0 0

建物 8,430,975 5,740,397 2,690,578

構築物 10,183,100 9,009,856 1,173,244

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 90,021,000 81,018,900 9,002,100


